
○社会保険労務士会に委託して、相談窓口の設置。

働き方改革支援コンサルタント（社会保険労務士）を企業に派遣し、

具体的な働き方改革の支援。（鳥取県）

○やまぐち働き方改革支援センターの運営。専任アドバイザーが

企業を直接訪問して助言。（山口県）

○企業の就業環境の整備に係る相談に対応するとともに、業界団体

と連携して改革プランを作成。（北海道）

○働き方改革に対する意識は高いが取組ノウハウが不足している

企業（５社）に専門コンサルタントを派遣し、優良事例を創出。

（広島県）

○企業へのコンサルティングの実施(４社)と、コンサルティング企業

の発表会開催（取組事例・成果を公表）。（茨城県）

○専門家派遣によるコンサルティングのほか、取り組む上での課題

やその解決策等を先進企業と意見交換。（三重県）

○エリアごとに事業所の業種に対応した出前講座を実施し、

管理職・従業員（特に男性）の意識改革を図る。（岡山県）

○現状や課題を把握するための意識調査ツールや取組事例を

盛り込んだ「働き方改革取組事例マニュアル」の作成。（広島県）

○男性労働者が育児休業を取得しやすい職場環境づくりに取り

組む事業主及び取得労働者に助成金を支給。（新潟県）

○有給取得促進等働き方の見直し達成企業に奨励金支給。（埼玉県）

○県における４つの成長産業分野（ICT・農林漁業・ フードビジネス・

福祉介護）を中心に、女性や中高年齢者等が働きやすい多様な

職域づくりに向けた取組を実施。（宮崎県）

○女性の就活・定着促進を図るため、県内外の女子学生と若手女性

社員のキャリアプランニングを応援する機会を提供するとともに、

子育て女性を対象としたセミナーや職場体験等きめ細やかな再

就職支援を実施。（青森県）

他県における働き方改革取り組み事例

【専門家派遣等】

【女性活躍促進等】【相談窓口設置等】

【普及・啓発等】
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他県における働き方改革取り組み事例

○働き方改革に取り組む意欲のあ

る企業等を公募し、取組が効果的

に進められるよう支援

• 働き方改革の必要性等を習得し
てもらうセミナー開催

• 企業の取組状況に応じた専門家
派遣によるコンサルティングの

実施（５社）

• 取り組む上での課題やその解決
策等について先進企業等と意

見交換を行う全体報告会開催

○ワーク・ライフ・バランスに関する

相談を受け付け、要望のあった企

業にアドバイザーを派遣（１５社）

○働き方の見直しを達成した企業

へ奨励金を支給

対象：アドバイザー派遣により、一

定の成果をあげた県内企業

・有給休暇の取得促進

取組期間（3か月間）の過去２年
比で平均3日以上増加で10万円
・所定外労働の削減

取組期間（3か月間）の過去２年
比で15時間以上削減で20万円
・テレワーク制度の導入等や

対象者の拡大で30万円
・男性従業員の育児休業取得

連続10日以上の取得で30万円

○自社の課題を把握するための意

識調査ツールや、取組事例を盛り

込んだ働き方改革取組事例マ

ニュアルの作成

○働き方改革に対する意識は高い

が取組ノウハウが不足している企

業（５社）に対し専門コンサルタ

ントを派遣し、優良事例を創出

○自社内で取組を推進する人材の

育成講座及び取組の実践支援

（個別相談、フォローアップ）

【事例２ 三重県】 【事例３ 広島県】【事例１ 埼玉県】
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出典：中小企業・小規模事業者の人手不足対応事例集（経済産業省）
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出典：中小企業・小規模事業者の人手不足対応事例集（経済産業省）
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出典：第１回「働きやすく生産性の高い企業・職場表彰」受賞企業（厚生労働省）
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出典：第１回「働きやすく生産性の高い企業・職場表彰」受賞企業（厚生労働省）
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